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令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

1
新型コロナウイルス感染症対応
のための体制拡充等事業（人件
費）

290,000 289,917 280,000 9,917
R2.6.11

～
R3.3.31

【実施内容】
新北海道スタイル実践支援事業等　289,917円
【事業効果】
新型コロナウイルス対策事業実施に携わった職員に対し、時間外手当を支給した

総務課

2
ウイルス感染防止用物資購入
事業

3,882,000 3,881,351 3,880,000 1,351
R2.6.11

～
R3.3.31

【実施内容】
R3.2事業完了
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症に備え、消毒液、マスク、フェイスガード、パーテーションや防護服等の
物資の調達を行い感染症対策に備えた

総務課

3 ウイルス飛散防止対策事業 1,903,000 1,902,230 1,900,000 2,230
R2.6.11

～
R3.2.5

【実施内容】
R3.2事業完了
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症に備え、飛散防止用のパーテーションを購入し感染予防に備えた

総務課

4
新型コロナウイルス感染予防対
策事業

392,000 391,600 390,000 1,600
R2.9.17

～
R3.3.10

【実施内容】
空気循環式紫外線清浄機4台購入（R3.3事業完了）
【事業効果】
町外・道外からの来客時の対応として、換気が十分に図ることができない応接室や会議室等の密
接・密閉となる空間のウイルス・細菌を除去する装置を設置し、感染の予防・防止を図った

総務課

5 避難所感染対策用備品 7,258,000 7,257,690 7,250,000 7,690
R2.10.14

～
R3.3.10

【実施内容】
R3.2事業完了
【事業効果】
避難所内での新型コロナウイルス感染症対策として、消耗品（マスク、防護服、フェイスガード等）、
備品（ワンタッチパーテーション 、業務用扇風機、気化式冷風機等）を購入し、災害時に安心して避
難できる体制を整備した

総務課

6 テレワーク環境等整備事業 26,481,000 26,320,800 26,300,000 20,800
R2.11.12

～
R3.4.23

【実施内容】
テレワーク環境等整備事業（工期：R2.11.13からR3.3.31まで）
【事業効果】
職員が新型コロナウイルスに感染した場合や濃厚接触者に該当した場合に、テレワークにより自宅
等で現行業務を継続できるよう整備することができた。また、カメラ付パソコンを購入することによ
り、オンラインで関係機関と会議・打ち合わせが可能となり、新型コロナウイルス感染症拡大防止及
び住民サービス低下の防止を図った。

総務課

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源
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令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

7
プレミアム付商品券発行事業補
助金

60,864,000 60,863,417 50,870,000 9,985,930 7,487
R2.4.10

～
R3.2.25

【実施内容】
1回目予算額　27,080,000円、決算額　27,079,444円
2回目予算額　33,784,000円、決算額　33,783,973円
※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　50,870,000円、道補助金　9,985,930円
【事業効果】
新型コロナウイルスの影響で経営状況が落ち込んだ商工会加入事業者に対し、一定程度経済効
果が得られた

まちづくり
推進課

8 休業要請支援協力金 9,600,000 9,600,000 9,600,000
R2.4.30

～
R2.7.14

【実施内容】
48件×200千円＝9,600千円（R2.7事業完了）
【事業効果】
休業要請を行った事業者に対し、新型コロナウイルスの影響で落ち込んだ経営状況に対し一定程
度支援できた

まちづくり
推進課

9
せたな産品販売ネット市場開設
事業

4,339,000 4,338,400 4,330,000 8,400
R2.6.11

～
R3.3.31

【実施内容】
R3.3事業完了
【事業効果】
インターネット通販サイトを活用した「セタナセレクション」を開設し、せたな町の特産品の新たな販
売機会の創出を図り、コロナ禍で落ち込んだ事業者の支援ができた

まちづくり
推進課

10

デマンドバス運行事業費補助事
業
（新型コロナウイルス感染症対
応事業）

16,087,000 16,086,053 16,080,000 6,053
R2.4.24

～
R3.4.30

【実施内容】
R3.3月末 執行額
・瀬棚須築線　13,908,180円、北檜山太櫓線　1,735,450円　（運行期間R2.4.1～R3.3.31）
・檜山海岸線　442,423円　（運行期間R2.10.1～R3.3.31）
【事業効果】
デマンドバス車両を大型化したことにより、密集軽減や感染リスク低減を図ることができた

まちづくり
推進課

11
観光宿泊者誘客促進事業補助
金

8,968,000 8,967,200 8,960,000 7,200
R2.9.17

～
R3.2.29

【実施内容】
令和2年8月16日～令和3年1月31日までの期間、町内8宿泊施設において延べ1,714人が利用
※GoToトラベルの一時休止に伴い12月28日～1月31日休止し、そのまま事業は終了した
【事業効果】
コロナ禍により落ち込んだ旅行需要の早期回復を図るため、「せたな割」を実施し、特に影響の大き
い宿泊事業者の経営継続と観光産業に対して支援することができた

まちづくり
推進課
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令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

12 「まちなかバス」運行事業 2,400,000 2,400,000 2,400,000
R2.9.17

～
R3.3.19

【実施内容】
実施期間　R2.12.1～R3.2.20　うち48日間運行
乗車人数　178人
【事業効果】
新型コロナウイルスの影響により、売り上げが低迷している町内商店の活性化を図ったほか、北檜
山市街地周辺から中心部への徒歩での移動が困難な方々の移動手段を創設し町内での買い物を
促進させることができた。また、北檜山市街地を一円する「まちなかバス」を試験的に運行し、町民
の意向や移動ニーズを探ることができた。

まちづくり
推進課

13 体温測定システム導入事業 2,041,000 2,040,500 2,040,000 500
R2.9.17

～
R3.2.19

【実施内容】
非接触型体温測定・顔認識システム装置　4台（公営温泉浴場及び会議用）
体温計測カメラシステム　1台（事業・イベント用）
【事業効果】
公営温泉浴場（3箇所）に非接触型体温測定・顔認識システム装置を導入、また、中規模から大規
模な事業やイベント開催に対応した体温計測カメラシステムを導入し、新型コロナウイルス感染症
の拡大防止とクラスター発生を防ぐ

まちづくり
推進課

14 サテライトオフィス施設整備事業 979,000 979,000 970,000 9,000
R2.9.17

～
R3.3.31

【実施内容】
旧馬場川小学校職員室改修整備
【事業効果】
コロナ禍において、地方移住への関心が高まっていることや、テレワークの活用で場所を選ばない
働き方が普及していること、また、災害などからのリスク回避のためにも地方での開業も検討してい
る事業者があることから、廃校舎等を整備し、受入体制を整える

まちづくり
推進課

15
檜山北高等学校分散登校に対
する通学バス料金補助

11,000 10,500 10,000 500
R2.9.17

～
R2.11.4

【実施内容】
大成区3人＝10,500円（R2.11事業完了）
【事業効果】
5月に檜山北高等学校が実施した分散登校の期間中に、通学バスを利用した料金の合計が、1か
月のバス定期補助金を受けた後の負担金を超える者に対し、差額を支援した

まちづくり
推進課

16
新型コロナウイルス対策資金融
資利子補給費補助金

644,000 643,085 640,000 3,085
R2.9.17

～
R3.3.5

【実施内容】
申請者　39件、補助対象者　8件（令和2年分）、申請額　643,085円（利子　187,317円、保証料分
455,768円）
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症の流行により、経営に支障が生じている町内商工事業者が、国及び北
海道の融資制度を受けた場合の利息等（保証料含む）の全額に対して補給し、経営の改善を支援
する

まちづくり
推進課
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令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

17
商工事業者新型コロナウイルス
感染症対策補助金

31,460,000 31,444,000 31,440,000 4,000
R2.9.17

～
R3.4.9

【実施内容】
申請者　91件、申請額　41,444千円
【事業効果】
商工事業者が行う3密対策や感染拡大防止対策のための施設改修・設備導入に対する補助、及び
国が実施する生産性革命推進事業等の各種補助に対する上乗せ補助を実施し、町内事業者の感
染リスク低減に係る経費に対し支援した

まちづくり
推進課

18
せたな町商工事業者等経営持
続化給付金

7,000,000 7,000,000 7,000,000
R2.9.17

～
R3.3.10

【実施内容】
法人　8件×500千円、個人　12件×250千円
【事業効果】
国の持続化給付金の対象とならなかった商工事業者等に対して、前年同月比20～50％未満かつ
月額収入5万円以上の減収となった事業者へ、せたな町商工事業者等経営持続化給付金を支給し
支援した

まちづくり
推進課

19
新型コロナウイルス感染リスク
低減支援金事業

56,800,000 56,800,000 56,800,000
R2.6.12

～
R3.1.25

【実施内容】
商工　243件×100千円、農業　253件×100千円、水産　144件×　50千円
【事業効果】
新型コロナウイルスの影響で経営状況が落ち込んだ各産業の事業者に対し、一定程度経済的支
援することができた

まちづくり
推進課
農務課
水産林務課

20 都市部に住んでも「せたな食堂」 625,000 523,262 520,000 3,262
R2.9.17

～
R3.4.14

【実施内容】
令和2年11月から令和3年3月までの実績：函館市204件、北斗市45件、札幌市2件
【事業効果】
コロナ渦により都市と地方との交流が希薄となっている状況から、都市部において「せたな町の新
鮮な食材」を楽しむことができるよう、都市部の飲食店に送る出荷物の送料を町が負担することに
より、食材PRや生産者の所得向上、観光PRに支援した（R3.3事業完了）

まちづくり
推進課
農務課
水産林務課

21 漁業経営維持支援金 17,710,000 17,710,000 17,710,000
R2.6.12

～
R3.4.9

【実施内容】
１次（R2.8）154件×65,000円＝10,010,000円
２次（R3.3）154件×50,000円＝7,700,000円
【事業効果】
新型コロナウイルスの影響で経営状況が落ち込んだ漁業者に対し、一定程度経済的支援すること
ができた

水産林務課
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令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

22
漁協経営継続緊急支援事業補
助金

450,000 450,000 450,000
R2.9.17

～
R2.11.30

【実施内容】
補助金　450,000円（ひやま漁業協同組合）
【事業効果】
ひやま漁業協同組合が、北海道の新型コロナウイルス感染症の支援策である、「漁協経営継続緊
急支援事業（補助率1/2、上限200万円）」を活用し、大型魚箱を購入するにあたり、せたな町からも
45万円支援した（R2.11事業完了）
※執行残は補助対象経費の変更による補助金の減

水産林務課

23 養殖漁業経営継続補助金 4,256,000 4,256,000 4,256,000
R2.9.17

～
R3.4.14

【実施内容】
申請5件、事業実施5件（R3.4事業完了）
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けているホタテ養殖漁業者に対し経営を継続さ
せるため、資材購入代や種苗代等を補助し、アフターコロナ対策に支援した

水産林務課

24 農業事業者経営継続事業 26,330,000 24,959,000 24,381,000 578,000
R2.9.17

～
R3.4.30

【実施内容】
1次申請分　37件　15,352千円
2次申請分　21件　10,474千円
※当初予算　18,000千円、12月11日補正予算　10,300千円追加、3月30日補正予算　▲1,970千円
１次申請分→37件　補助金額15,352,000円　交付済み
２次申請分→21件中　18件　補助金額9,607,000円　交付済み
　　　　　　　　　21件中　 3件　　補助金額867,000円　繰越
【事業効果】
コロナの影響により、農産物価格の下落等が起こり、収入が減少している農業者の経営を支えるた
め、販路回復・開拓や事業継続・転換のための機械・設備の導入などの、農林水産省が実施する、
経営継続事業の国庫補助を超える事業費について、上乗せ補助を実施し農業者を支援する

農務課

25 農業生産基盤経営継続補助金 6,759,000 6,759,000 6,750,000 9,000
R2.9.17

～
R3.4.14

【実施内容】
申請15件、事業実施15件
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症を克服するため小規模な農地・農業用施設の補修事業を実施し強い生
産基盤の確立し経営継続を図るため補助する

農務課
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令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

26
ふれあいプラザ多目的ホール換
気空調設備整備工事

29,480,000 29,480,000 29,480,000
R2.10.15

～
R3.4.3.31

【実施内容】
R3.3事業完了（工期：R2.10.16からR3.3.22まで）
【事業効果】
コロナウイルス感染症の更なる流行を防ぐため「感染拡大を予防する新しい生活様式」など、３密を
防ぐ対策が急務となっており、住民の多くが集まる多目的ホールの密閉を防ぐため換気設備及び
空調機システムを整備し換気を促進させ、感染拡大の防止を図る

農務課

27
瀬棚町民センター換気空調設備
等整備工事

17,006,000 17,006,000 17,000,000 6,000
R2.10.20

～
R3.4.3.31

【実施内容】
R3.3事業完了（工期：R2.10.21からR3.3.22まで）
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症の更なる流行を防ぐため「感染拡大を予防する新しい生活様式」など、3
密を防ぐ対策が急務となっており、住民の多くが集まる大集会室や会議室など、部屋の広さに係わ
らず換気の程度が重要とされていることから、密閉を回避するため換気・空調を整備し、地域での
感染症予防対策を充実させ、町民の健康や芸術文化、コミニュティーの場を創設するとともに、簡
易カーテンを設置し集会の規模に見合ったソーシャルディスタンスを実現する

瀬棚総合
支所

28
大成町民センター換気空調設備
改修工事（1階和室）

1,430,000 1,430,000 1,430,000
R2.11.16

～
R3.4.3.10

【実施内容】
R3.3事業完了（工期：2年11月17日～3年2月26日まで）
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症の更なる流行を防ぐため「感染拡大を予防する新しい生活様式」など、3
密を防ぐ対策が急務となっており、大成町民センターは福祉避難所にも指定され、住民の多くが集
まる１階和室の換気機能の向上が重要とされていることから、密閉を回避するため換気・空調を整
備し、地域での感染症予防対策を充実させ、町民の健康や芸術文化、コミニュティーの場を創設す
る

大成総合
支所

29 新北海道スタイル支援事業 41,062,000 40,968,761 40,960,000 8,761
R2.9.17

～
R3.3.31

【実施内容】
町民一人ひとりに対し、感染症対策を支援するためせたな町商品券5,000円分を配布
7,625人×5,000円（R3.3事業完了）
【事業内容】
終わりが見えない感染症対策に対し、マスクや消毒液などの購入に支援する

保健福祉課
町民児童課
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令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

30 敬老祝品贈呈事業 1,688,000 1,685,491 1,680,000 5,491
R2.9.17

～
R2.12.25

【実施内容】
敬老祝品送付件数　　2,024件
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、3密の状況を回避するため開催が中止となった敬老会
への参加者に対し、敬老者を敬うとともに、参加を心待ちにしていたが中止となり不安な日々を過ご
している方々を元気づけるため、毎年贈呈している記念品のほかに、緑茶を贈呈し敬老者を応援し
元気を取り戻してもらうことを目的に実施した(R2.11事業完了)

保健福祉課

31
認知症予防把握業務用備品購
入事業

92,000 91,641 90,000 1,641
R2.11.6

～
R2.11.20

【実施内容】
認知症予防把握業務用タブレット等購入(R2.11事業完了)
【事業効果】
新型コロナウイルスの影響により、外出に不安を抱いている認知機能の低下が疑われる高齢者を
対象に戸別訪問にて、タブレットを活用し、軽度認知障害を見つける認知機能検査を実施すること
で、認知症予防及び早期発見に取り組む

保健福祉課
（包括支援）

32 スクールバス密集軽減運行業務 22,601,000 22,600,380 22,600,000 380
R2.6.11

～
R3.3.31

【実施内容】
R3.3事業完了
【事業効果】
児童のスクールバス利用時に車両を大型化し３密を軽減することにより、感染リスクの低減が図ら
れた

教育委員会

33
学校再開に伴う感染症対策・学
習保障等に係る支援事業

8,825,960 8,112,932 3,731,000 3,731,000 650,932
R2.9.17

～
R3.4.20

【実施内容】
・学校机飛沫防止ｶﾞｰﾄﾞ、飛沫感染予防遮蔽版、フェイスシールド、デジタル温湿度計、扇風機、加
湿器、液晶モニタ（小学校）、エアコン購入　5,390,872円【2.1.17から支出】
・北檜山中学校修学旅行バス借上料　650,100円【2.1.17から支出】
・家庭学習用端末収納バッグ　432,960円【10.1.2、10.3.1から支出】
・液晶モニタ（中学校）　1,639,000円【10.3.2から支出】
※国庫補助金　3,731,000円、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　3,731,000円
【事業効果】
学校の教育活動再開等に際して、密閉・密集・密接を回避し、児童生徒・教職員等の感染症対策に
必要となる物品の購入及び夏季休業期間短縮等に伴う熱中症対策等に係る経費の支援。児童生
徒の学びの保障のため、感染症対策等を徹底しながら、感染の状況や児童生徒の状況に応じた学
校での教育活動や家庭学習を実施する際に生じる経費の支援する

教育委員会
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令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

34
ICT機器導入　GIGAスクール構
想
（1人1台端末整備事業）

2,887,000 2,778,545 2,770,000 8,545
R2.7.20

～
R3.4.23

【実施内容】
電源キャビネット購入　925,100円（R2.10事業完了）
既設PC移設設定手数料　1,072,445円（R3.2事業完了）
DHCPサーバーWi-Fiアクセスポイント増設工事　781,000円（R3.4事業完了）
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症対策による学校の臨時休業における学習の保障のために、令和５年度
までに整備するとされている児童生徒の１人１台端末整備を前倒しで今年度実施し、オンライン授
業に対する習熟を図る

教育委員会

35

ICT機器導入　GIGAスクール構
想
（家庭学習のための通信機器整
備支援事業）

426,000 425,700 300,000 125,700
R2.7.20

～
R3.4.23

【実施内容】
貸出用モバイルWi-Fiルーター　30台購入（R2.9.1事業完了）
※国庫補助金　300,000円
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症対策による学校の臨時休業における学習の保障のために、ICTの活用
により子どもたちが家庭にいても学習を継続できる環境を整備するため貸出用のモバイルWi-Fi
ルーターを整備できた

教育委員会

36

ＩＣＴ機器導入  GＩＧＡスクール構
想
（学校からの遠隔学習機能の強
化事業）

1,045,000 1,045,000 898,000 122,000 25,000
R2.9.17

～
R2.9.18

【実施内容】
ＵＳＢマイク　50台購入
ＷＥＢカメラ　50台購入
※国庫補助金　122,000円、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国庫補助裏）
98,000円、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　800,000円
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症対策による学校の臨時休業における学習の保障のために、令和５年度
までに整備するとされている学校からの遠隔学習機能の強化事業を前倒しで今年度実施できた

教育委員会

37
学校保健特別対策事業費補助
金

148,500 148,500 71,000 70,000 7,500
R2.8.1

～
R2.9.18

【実施内容】
非接触型体温計10台購入（R2.6事業完了）
※国庫補助金　70,000円、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国庫補助裏）
71,000円
【事業効果】
新型コロナウイルス感染症に備え、非接触型体温計を配置し感染予防対策が図られた

教育委員会

－ 8 －



－ 9 －

令和２年度実施新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について

予算額 決算額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

（円）
左の財源内訳

事業開始・完
了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

38
新型コロナウイルス感染症に対
する救急隊の感染防止対策整
備事業

1,578,000 450,120 450,000 120
R2.11.13

～
R3.3.31

【実施内容】
消毒液、防護マスクN95購入済、感染防止衣は随時購入
【事業効果】
救急活動において、傷病者の状態に応じて適切な救急資機材を用いた応急処置等を行い、傷病者
の情報を適切に搬送先医療機関へ伝達するため、また、搬送に携わる救急隊自身が感染しないよ
う、さらに、感染を他者へ拡大させないよう搬送に際し適切な感染防止対策を行うため、感染防止
衣（ｼﾞｬﾝﾊﾟｰﾀｲﾌﾟ）を随時購入したが、感染防護衣（ｶﾊﾞｰｵｰﾙ型）については、在庫が品薄のため年
度内購入不可となったことにより執行率が28.5％となった。

消防署

39 子ども・子育て支援交付金事業 1,554,000 1,554,000 518,000 518,000 518,000
R2.4.1

～
R2.5.31

【実施内容】
放課後児童健全育成事業のうち
①新型コロナウイルス感染症対策臨時休業時　特別開所支援事業
②新型コロナウイルス感染症対策臨時休業時　特別開所人材確保支援事業
③新型コロナウイルス感染症対策臨時休業時　障害児受入推進事業
④新型コロナウイルス感染症対策利用料減免事業
※国庫補助金　518,000円、道補助金　518,000、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
付金　518,000円
【事業効果】
学校の臨時休業による午前中からの学童保育所での児童受入れ対応の事業費補てん及び、登所
自粛要請に伴う利用料減免措置分への補てんを受け、緊急事態宣言下での保育ニーズへの対応
を実施し、感染リスクの低減が図られた。

町民児童課

427,352,460 423,650,075 406,885,000 4,741,000 10,503,930 1,520,145
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金額
1次交付　89,505千円、2次交付　308,920千円、3次交付（補助裏）8,460千円、合計　406,885千円

合計

－ 9 －


